
平成１４年１０月

内閣官房

安全保障・危機管理担当

内閣における防災情報の活用



内閣官房の役割

内閣
　　内閣総理大臣
　　国務大臣

内閣官房
　【総合戦略機能】
　　・基本方針の企画立案（対外政策・安全保
　　　障政策・マクロ経済政策・予算編成等）
　　・国政上の重要事項の総合（最終）調整
　　・情報の収集・分析、広報
　　・危機管理（国民の生命・身体又は財産に
　　　重大な被害が生じ、又は生じるおそれが
　　　ある緊急の事態への対処及び当該事態の
　　　発生の防止）　

内閣府
　【総合調整機能】
　　・経済財政政策、消費者・物価
　　・総合科学技術政策
　　・防災
　　・男女共同参画、市民活動（NPO）
　　・沖縄対策・北方対策
　　・原子力委員会・原子力安全委員会　等

各省（１０省）
　【担当する行政事務を管理】

宮内庁
防衛庁
国会公安委員会
金融庁

内閣の補助機関・総理の職務を直接補佐

内閣法制局

人事院

内閣官房を助けて国政上重要な具体的事項の企画立案・総合調整
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内閣総理大臣

内閣官房長官

内閣官房の危機管理に関する組織

内閣官房副長官

内閣危機管理監

内閣官房副長官補
（安全保障、危機管理担当）

危機管理審議官

内閣参事官

内閣広報官

内閣情報官

内閣審議官

内閣参事官

内閣官房

内閣事務官 内閣事務官

４名

２０名
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- ? -

　

マ　ス　コ　ミ関　係　省　庁 民間公共機関

TV ラジオ

通信社

共同・時事
RP　　AP　　AFP

内閣府(防災担当

警察庁

防衛庁

海上保安庁

気象庁

国土交通省

消防庁

NHK 電力会社

NTT各社 ガス各社

JR各社

３６５日２４時間体制
　・　４名常駐
　・　５個班交代
緊急重要なニュースを関係者
に即時通報

内閣情報集約センター

モニター

連　絡

確認問合わせ

連　絡

　　　　　　　　内閣関係者
　　総理、官房長官、官房副長官、
　　　内閣危機管理監　　　　等

速　報

等等 等

外務省

緊急事態発生時における情報の流れ

インターネット

速　報

配信
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内閣情報集約センター 内閣総理大臣

内閣官房長官

内閣官房副長官
内閣危機管理監
副長官補
危機管理審議官

第一報連絡

第一報連絡

体制連絡指示

官邸危機管理センター

緊急事態等に対する
初動対処を行う必要あり

緊急事態等に関する情報収集
・整理・報告等の必要あり

官邸対策室の設置 官邸連絡室の設置

・　室長…内閣危機管理監
・　副室長…内閣官房副長官補
・　構成員…緊急参集要員等

・　室長…危機管理審議官
・　構成員…緊急参集要員等

　適宜改組

関係閣僚会議
対策本部

初動対処のありかた初動対処のありかた

緊急参集要員

参集

体制指示・参集報告

報告

参集連絡

第一報連絡

緊急事態の発生
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事態・対処体制の推移

地震発生 内閣情報集約ｾﾝﾀｰ
官邸へ
官邸へ

官邸対策室
室長：内閣危機管理監

初動対処のための
情報集約

　　緊急参集チーム会議（５強６弱で自動参集）
内閣官房副長官（事務）、内閣危機管理監
内閣官房副長官補（安全保障、危機管理担当）、
内閣情報官、内閣府政策統括官（防災担当）、
警察庁警備局長、防衛庁運用局長、
海上保安庁警備救難監、気象庁次長、消防庁次長、
その他関連省庁の局長

総理への報告と意見具申

（主宰者）
総理又は危機管理担当大臣
（構成員）
内閣官房長官、（危機管理担当大臣）
防災担当大臣、国家公安委員会委員長、
防衛庁長官、総務大臣、国土交通大臣
その他関連大臣

　　初動についての指示
・情報の集約及び状況の把握
・初動対処（広域応援体制等）
・関係閣僚の参集
・災害対策本部の体制
・災害緊急事態の布告
・閣議の開催
・その他

　　初動についての指示
・情報の集約及び状況の把握
・初動対処（広域応援体制等）
・関係閣僚の参集
・災害対策本部の体制
・災害緊急事態の布告
・閣議の開催
・その他

①　官邸
②　中央合同庁舎５号館
③　防衛庁
④　立川広域防災基地

①　官邸
②　中央合同庁舎５号館
③　防衛庁
④　立川広域防災基地

関係関係閣僚会議
関係関係閣僚会議

基本的対処方針の決定
基本的対処方針の決定

臨時の閣議（持ち回り、不在電話連絡）

○○震災緊急災害対策本部設置
第１回○○震災緊急災害対策本部会議 緊急災害対策本部長

緊急災害対策本部長

　中央防災会議
会長：総理
委員：国務大臣
　　　学識経験者

（いずれも総理任命）

・緊急措置の大綱
・災害緊急事態の布告等

本部長：総理
副本部長：防災担当大臣
本部員：全閣僚
　　　　　指定行政機関の長
　　　　　（総理任命）

閣　　議

災害緊急事態の布告

　　　　対処体制の確立
・本部体制確立
・現地対策本部設置
・広域支援体制
・諸外国への支援依頼
・総理の現地調査
・災害緊急事態の布告　　　　　　等

　　　　対処体制の確立
・本部体制確立
・現地対策本部設置
・広域支援体制
・諸外国への支援依頼
・総理の現地調査
・災害緊急事態の布告　　　　　　等

総理会見
総理会見

総理の指揮

発生を報告

参集場所順序

報告等

指示等

指示等

総
理
の
指
示

主宰

諮問

関係閣僚会議

大規模な震災発生時の初動対応　（緊急災害対策本部設置の例）大規模な震災発生時の初動対応　（緊急災害対策本部設置の例）
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官邸の整備

平成１４年４月

昭和４年２月２８日完成
敷地２８，０００ｍ２
延べ床１０，０００ｍ２

平成１４年３月２０日完成
敷地４６，０００ｍ２
延べ床２５，０００ｍ２
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オペレーションルーム　　　　　　　　　　　
情報集約センター
（２４Ｈ体制）

危機管理
センター

①迅速・的確な情報
の収集・分析・対策立
案・計画
②関係省庁との連絡
調整
③複数事態対応

官邸

総理大臣執務室等

各省庁

大臣執務室等

一般執務室

オペレーション
センター

○一般通信網等

NTT等一般回線
中防無線／行政電話
霞が関WAN等

○専用回線

・高速大容量
・高画質映像

○電話
○ＦＡＸ
○各省データ
○ヘリＴＶ映像

電話 ＦＡＸ データ 映像 ＴＶ会議

官邸の情報通信ネットワーク
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　危機管理センターでは、最新機器等を活用して以下のように各種
の情報を入手し、危機管理機能のいっそうの強化を図ることとして
いる。

情報の種類 省庁名 概要
ヘリＴＶ映像 警察庁、消防

庁、防衛庁、
国土交通省、
海上保安庁

ヘリコプターに搭載したカメラによる被災
地域の映像を伝送

定点カメラ等映像 消防庁、国土
交通省、内閣
府など

河川、道路などに設置されているカメラの
映像を伝送

地震等防災情報 内閣府 地震被害想定システム・地震被害早期評価
システム等からの分析結果を入手する

消防防災情報 消防庁 多様な消防情報について入手する

河川等情報 国土交通省河
川局

雨量、水位等の観測データの収集結果・分
析結果を入手する

航空関連情報 国土交通省航
空局

空港の映像及び航空機の航跡情報を入手す
る

防災気象情報 気象庁 総合気象データ・防災気象情報を入手する
火山の映像

原子力防災関連情報 文部科学省／
経済産業省
原子力安全保
安院

オフサイトセンターとのテレビ会議等映像
及び影響予測システムの画面情報を入手す
る

防衛庁関連情報 防衛庁 防衛庁情報を入手する
ＴＶ会議システム

関係省庁から得られる情報
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今後の課題

危機管理能力の更なる強化

○迅速かつ正確な被害状況の把握

• 関係省庁の定点カメラの活用
• 衛星、航空機、ヘリコプター等の映
像による被害推定システム

• 確実かつ大容量の通信手段

○的確な意志決定とその伝達

• 危機管理データベースの統合
• 確実な通信手段、マスコミとの連携
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